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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅰ

中項目 2

小項目 (2)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 8,000 千円

29年度予算額： 8,000 千円

28年度歳出予算現額※1： 8,000 千円
28年度決算額： 32,750 千円 の内数

使用割合： - ％

－

－

該当施策概要

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

③配偶者の出産直後の男性の休暇取得の促進
　　配偶者の出産直後の男性の休暇取得を促すことにより、男性の家事・育児等への参
画・意識改革を進める「さんきゅうパパプロジェクト」について、様々なイベント等を通じて、
地方公共団体、企業・団体の人事部門・管理部門の担当者や、子育て中の方々にハンド
ブックを活用した啓発活動等を実施し、子育て世代の気運醸成を図る。

（２）男性が家事・育児等を行う意義の理解促進

２．男性の暮らし方・意識の変革

さんきゅうパパプロジェクト促進事業（男性の配偶者の出産直後の休暇取得の促進事業）

・我が国の男性の家事・育児時間は諸外国に比べ少なく、夫が休日に行う家事・育児の
時間が第２子以降の出生に影響していることを示す調査結果などもあり、男性の家事・育
児への参画が少ないことが少子化の原因の一つになっている。
・そうした認識の下、「さんきゅうパパプロジェクト」の取組は、子供が誕生するときに、家
族が時を共にし、絆を深め、男性が家事・育児をするきっかけになるよう、配偶者の出産
直後の男性の休暇取得を促すもの。
・少子化社会対策大綱（平成27年３月20日閣議決定）においては、男性による配偶者の
出産後２か月以内の休暇取得率80％（2020年）を目標に掲げている。

通し番号  56 

機構定員要求

－

 　平成28年度に内閣府の委託により行った「男性の配偶者の出産直後の休暇取得に関
する実態把握のための調査研究事業」の結果、27年に父親になった男性のうち、55.9％
が配偶者の出産直後の休暇を取得しており、29.1％の父親になった男性が休暇取得の
意向を持ちながら取得していない。
　この29.1％に該当する方々の休暇の未取得になった理由を明らかにするとともに、出産
後、休暇を取得するとよい日や、休暇時にどのようなことをするのがよいかを紹介するな
ど工夫をしつつ、引き続き、企業・団体等への意識改革、機運の醸成を図っていく。

1



分野
－大
項目

１－３

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

男女共同参画に関する男性の理解の促進

７５、７８

２１

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

子ども・子育て本部（少子化対策担当）
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

１０－２

主に関係する分野・大項目

2



○
企

業
・

団
体

等
向

け
イ

ベ
ン

ト
に

参
加

し
て

、
休

暇
取

得
促

進
の

意
義

、
取

組
事

例
及

び
家

事
・

育
児

へ
の

参
画

の
優

良
事

例
等

に
つ

い
て

情
報

発
信

す
る

こ
と

に
よ

り
、

男
性

が
「

子
供

が
生

ま
れ

た
日

」
、

「
退

院
す

る
日

」
、

「
出

生
届

け
を

出
す

日
」

等
に

休
暇

を
取

得
す

る
こ

と
に

つ
い

て
普

及
・

啓
発

を
行

う
。

○
男

性
の

配
偶

者
の

出
産

直
後

の
休

暇
取

得
の

促
進

に
関

す
る

啓
発

資
料

（
出

産
後

、
休

暇
を

取
得

す
る

と
よ

い
日

や
、

休
暇

時
に

ど
の

よ
う

な
こ

と
を

す
る

の
が

よ
い

か
を

紹
介

）
に

つ
い

て
、

平
成

２
９

年
度

実
施

す
る

調
査

の
結

果
に

お
い

て
得

た
現

状
値

等
の

内
容

を
反

映
し

た
男

性
の

「
産

休
」

ス
タ

ー
ト

ブ
ッ

ク
の

改
訂

版
の

作
成

を
行

う
。

○
少

子
化

社
会

対
策

大
綱

（
H

2
7

.3
.2

0
閣

議
決

定
）

に
お

い
て

は
、

男
性

に
よ

る
配

偶
者

の
出

産
後

２
か

月
以

内
の

休
暇

取
得

率
8

0
％

（
2

0
2

0
年

）
を

目
標

に
掲

げ
て

い
る

。
○

平
成

２
８

年
度

に
内

閣
府

に
お

い
て

実
施

し
た

委
託

調
査

に
よ

れ
ば

、
父

親
に

な
っ

た
男

性
の

う
ち

、
５

５
．

９
％

が
配

偶
者

の
出

産
直

後
の

休
暇

を
取

得
し

て
お

り
、

２
９

．
１

％
の

男
性

が
休

暇
取

得
の

意
向

を
持

ち
な

が
ら

取
得

し
て

い
な

い
。

○
こ

う
の

よ
う

な
状

況
の

下
、

「
さ

ん
き

ゅ
う

パ
パ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
の

取
組

は
、

子
供

が
誕

生
す

る
と

き
に

、
家

族
が

時
を

共
に

し
、

絆
を

深
め

、
男

性
が

家
事

・
育

児
を

す
る

き
っ

か
け

に
な

る
よ

う
、

配
偶

者
の

出
産

直
後

の
男

性
の

休
暇

取
得

を
促

す
も

の
。

○
出

産
後

、
休

暇
を

取
得

す
る

と
よ

い
日

や
、

休
暇

時
に

ど
の

よ
う

な
こ

と
を

す
る

の
が

よ
い

か
を

紹
介

す
る

な
ど

工
夫

を
し

つ
つ

、
引

き
続

き
、

意
識

改
革

、
機

運
の

醸
成

を
図

っ
て

い
く

。

さ
ん

き
ゅ

う
パ

パ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
促

進
事

業
経

費
（

内
閣

府
子

ど
も

・
子

育
て

本
部

（
少

子
化

対
策

担
当

）
）

３
０

年
度

概
算

要
求

額
０

．
０

８
億

円
（

平
成

２
９

年
度

予
算

額
0

.０
８

億
円

）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

○
取

組
を

展
開

す
る

こ
と

に
よ

り
、

男
性

の
配

偶
者

の
出

産
直

後
の

休
暇

取
得

率
の

向
上

が
期

待
さ

れ
る

。
○

男
性

に
と

っ
て

、
子

育
て

に
対

す
る

前
向

き
な

意
識

が
醸

成
さ

れ
る

と
と

も
に

、
社

会
全

体
に

「
男

性
も

産
休

・
育

休
を

取
得

す
る

も
の

」
と

い
う

機
運

の
醸

成
が

図
ら

れ
る

。

期
待

さ
れ

る
効

果

国

委
嘱
謝
金

受
託

業
者

資
金

の
流

れ

（
一

般
競
争
入
札
）

3


	空白ページ



